
 

 

小樽市新型インフルエンザ等対策行動計画について 

 

１ 計画策定の背景について 

   病原性の高い新型インフルエンザやこれと同等の危険性のある新感染症が発生した場合に、国家の 

  危機管理として対応するため、平成２５年４月、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下、「特措 

法」という。）が施行された。 

   措置法第８条に、市町村行動計画の策定が義務づけられており、本市においても新型インフルエンザ 

等感染症対策の充実、強化を図るため行動計画を策定する。 

   

２ 新型インフルエンザ等対策の実施体制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

  

 

 

海外で発生 

ＷＨＯがフェーズ４を宣言 

《国》政府対策本部の設置 

○基本的対処方針の作成及び公表 

○新型インフルエンザ等対策に関する総合調整 

《北海道》対策本部の設置 

○道内の新型インフルエンザ等対策に関する総合調整 

《小樽市》庁内での対応 

○国や北海道からの情報収集及び各部局との情報共有 

○国内発生に備えた対策の検討 

国内で発生 

《北海道》緊急事態措置の実施 

         外出自粛や施設使用制限要請等 

《小樽市》対策本部の設置 

緊急事態宣言下での対策を推進 

緊急事態宣言が 

されない場合 

通常の対策を 

継続実施 

《》 《国》政府対策本部による緊急事態宣言 

病原性が高い 

国
内
未
発
生 

国
内
発
生 

病原性が低い 



 

３ 対策本部組織について 

市長を本部長とし、下表の本部員で構成する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

４ 医療体制について 

（１）帰国者・接触者相談センターは、小樽市保健所に設置。

（２）帰国者・接触者外来を設置。 

（３）新型インフルエンザ等の初診を行わない医療機関として、産科専門医療機関、透析専門医療機 

  関を設定。       

封じ込め期 

  

  

５ 今後のスケジュールについて 

 

時期 内容 

H28 年 1 月 ・パブリックコメントの実施（Ｈ２８.１.４～Ｈ２８.２.３） 

H28 年 2 月 
・パブリックコメントへの対応と公表 

・計画成案決裁 

H28 年 3 月 ・計画について議会報告 

 

 

 

未発生期 海外発生期 国内・市内発生早期 市内感染期 小康期 

  

帰国者・接触者相談センター設置（保健所） 

 

帰国者・接触者外来による診療 

   小樽市立病院（成人）、協会病院（小児・妊婦）  

   （※患者数増加時、順次、済生会小樽病院、掖済会病院） 

感染症法に基づく入院措置 

                     

 

 

 

 

全医療機関での診療 

 

本部長  （市長） 

副本部長 （副市長） 

本部事務局 

（保健所健康増進課） 

本部員（教育長）    （生活環境部長） 

（消防長）    （医療保険部長） 

（病院局長）  （福祉部長） 

（水道局長）  （保健所長） 

（総務部長）  （建設部長） 

（財政部長）  （病院局事務部長） 

   （産業港湾部長）（教育部長） 

    

 


